
 

 

平成 １７ 年 ３ 月期   中間決算短信（連結） 平成 16 年 11 月 10 日 

会 社 名 株式会社 エイジス            登録銘柄 
コ ー ド 番 号   ４６５９                   本社所在都道府県  千葉県 
（ＵＲＬ http://www.ajis-group.co.jp/） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長  
        氏    名 芦部 克生 
問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理担当 
        氏    名 竹之下 正夫           ＴＥＬ（ 043 ） 350 － 0888     
決算取締役会開催日  平成 16 年 11 月 10 日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１．１６年９月中間期の連結業績（平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日） 
     当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、前期以前の連結業績及び対前年中間期 
     増減率は記載しておりません。 
(1) 連結経営成績                                  （百万円未満切捨） 
 売上高 営業利益 経常利益 

 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

百万円   ％ 
5,971（ － ） 
－（ － ） 

百万円   ％ 
618（ － ） 
－（ － ） 

百万円   ％ 
650（ － ） 
－（ － ） 

16年 3月期                  －                  －                  － 
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

百万円   ％ 
375（ － ） 
－（ － ） 

円   銭 
70 19 
－   － 

円   銭 
       －    － 
       －    － 

16年 3月期                  －         －   －        －    － 
（注） ①持分法投資損益         16年9月中間期   － 株  15年9月中間期    － 株   16年3月期    － 株 

  ②期中平均株式数(連結)   16年9月中間期5,355,457株  15年9月中間期    － 株   16年3月期    － 株 
  ③会計処理の方法の変更   無 
 (2) 連結財政状態                                  （百万円未満切捨） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

百万円 
           5,829 
       － 

百万円 
           3,553 
       － 

％ 
          61.0 
      － 

円   銭 
     662      66 
   －   － 

16年 3月期        －        －       －    －   － 

(注)期末発行済株式数(連結) 16年9月中間期5,362,620株 15年 9月中間期  － 株 16年 3月期  － 株 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況                          （百万円未満切捨） 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

百万円 
       504 
      － 

百万円 
         △191 
      － 

百万円 
         △147 
      － 

百万円 
         1,861 
      － 

16年 3月期       －       －       －       － 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   1社   持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数    1社 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   1社   (除外)   －社    持分法 (新規)  －社   (除外)  －社 
２．17年 3月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）    （百万円未満切捨） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 
通  期 

百万円 
              12,250 

百万円 
               1,260 

百万円 
                  700 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）121円58銭 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現

在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予

想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の10ページを参照してください。 
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【企業集団の状況】 

 当社グループ（当社及び関係会社）は、当社、子会社３社及び関連会社 1社にて構成されておりま

す。事業は実地棚卸サービスを主な事業内容として、マーチャンダイジングサービス事業、その他の

流通業周辺サービス事業及び流通業周辺業務に係る人材派遣事業を営んでおります。当社グループの

事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、以下のとおりであります。 

  

     事業系統図は次のとおりであります。 

 

 

                流通業（国内）               流通業（韓国） 
 

 

 

 

      株式会社コマーシャルサービスシステム・ジャパン（連結子会社） 

        主な事業内容：人材派遣事業 

 

               エイジス四国株式会社（ＦＣ）（関連会社） 

                 主な事業内容：実地棚卸サービス事業 

                        マーチャンダイジングサービス事業 

                        その他の流通業周辺サービス事業 

 

                         エイジスビジネスサポート株式会社（子会社） 

                           主な事業内容：実地棚卸サービス事業 

 

          （100％出資）  （FC 契約）   （100％出資） 

    株式会社エイジス（当社） 
      主な事業内容：実地棚卸サービス事業 

             マーチャンダイジングサービス事業 

             その他の流通業周辺サービス事業 

                                                                              （100％出資） 

 

 

 

   

     →提供するサービスの流れ 

 

     ―当社との関係 

 

 

 

 

大蓮愛捷是科技有限公司（子会社）

  主な事業内容：システム開発 
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（実地棚卸サービス事業） 

・金額棚卸サービス 

 資金及び利益管理を目的として売価と在庫数量で棚卸を行い、部門別、ロケーション別の在庫金額を

確定します。 

・単品棚卸サービス 

 単品別の問題点把握を目的としてＳＫＵコード（注）と在庫数量で棚卸を行い、単品レベルで在庫数

量を確定します。 

・資産棚卸プログラム 

  企業オフィスの情報機器、設備、什器等の固定資産の有効活用と管理を目的として資産を実地調査し、

データベースを構築します。 

 

（マーチャンダイジングサービス事業） 

・カテゴリーリセット 

 チェーンストア本部の指定による棚割表をもとに、定期的にカテゴリー単位で商品の陳列変更作業を

するサービスです。 

・ニューアイテムカットイン 

 メーカーまたはチェーンストアの必要に応じて、新商品をアイテム単位で入れ替える作業をするサー

ビスです。 

・エンドキャップ 

 メーカー、チェーンストアの販促計画に基づき、商品の大量陳列作業をするサービスです。 

・リモデル 

 店舗改装時にチェーンストアの新レイアウトに基づき、商品の陳列移動をするサービスです。 

・ニューストアオープニング 

  新店オープン前に、チェーンストア本部指定による棚割表をもとに、商品陳列をするサービスです。 

 

（その他の流通業周辺サービス事業） 

・カスタマーサービスチェック 

 店舗における従業員の接客サービスレベルとストアコンディションを覆面調査員が調査するサービス

です。 

・スキャンチェックサービス 

 単品棚卸システムを活用してＰＯＳレジマスターに登録されている価格と売場に表示されている価格

の不一致を実地に調査するサービスです。 

・客動線調査 

 売場レイアウト改善のための基礎データとなる通路毎の買物客通過率を調査するサービスです。 

・ゴンドラ生産性測定サービス 

 売場レイアウト改善、陳列棚割改善のために店舗の実陳列データを収集し、ＰＯＳ販売データと商品

マスターを結合することで売上、粗利のクロス分析をするサービスです。 

 

（人材派遣事業） 

・実地棚卸業務、流通業周辺業務及びその他軽作業業務へ要員を派遣するサービスです。 

 

（注）ＳＫＵ（Stock Keeping Unit）コード 

商品固有のコードのこと。通常バーコード。  



 

 －4－ 
 

【経営方針】 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、昭和 53 年の創業時から｢お客様に棚卸のプロフェッショナルとして最高レベルの

棚卸サービスを提供する｣を基本方針として、チェーンストア各社が取り組んでいるローコストオペ

レーションを側面から支援することにより、社会に貢献していくことを目標として、日々の事業活動

を行っております。 

 また、棚卸サービス業界のトップ企業であることを強く自覚し、お客様から最も信頼される企業と

なるように｢精度｣｢生産性｣｢マナー｣｢低料金｣のすべての面でナンバーワンとなることを目標に日々

努力しております。 

  

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

   当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置付けており、長期的に安定した収 

  益力を保持すると同時に、企業体質強化のための内部留保を勘案し業績に裏付けられた適正な利益 

  配分を持続させることを基本方針としております。 

    

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

    投資家の皆様により投資しやすい環境を整え、当社株式の流動性の向上及び株主数増加を図るこ 

   とを目的として、当社は、平成 14 年 1 月に 1単元の株式数を 100 株に変更しております。 

 

（４）目標とする経営指標 

    当社グループでは、売上高及び営業利益の拡大を第一の目標にしております。また、従来から重

視してきた営業利益の対売上高比率を意識した経営を進めていく考えであります。効率性を測る指

標であるＲＯＡ（総資産利益率）やＲＯＥ（株主資本利益率）についても、現在の水準からの更な

る向上を図っていく所存であります。 

 

（５）中長期的な経営戦略 

基本方針を実現するための中期戦略として、まずコアビジネスである「実地棚卸サービス事業」

をさらに充実させ、棚卸サービス業界において圧倒的なシェアを堅持していくと共に、｢マーチャン

ダイジングサービス事業｣「その他の流通業周辺サービス事業」「人材派遣事業」の拡販に努め、売上・

利益の向上を目指してまいります。 

 

（６）会社の対処すべき課題 

 当社グループの顧客である流通業界は、営業時間の延長および年中無休の営業体制の全国的な拡

大そして業態を超えた競争激化を背景として、ローコストオペレーションが経営上必要となってき

ています。そこで、従来自社で行っていた実地棚卸業務をアウトソーシングする動きが更に加速し

今後もこの傾向が続くものと認識しています。また、同時に顧客側からは、料金に関する引下げの

要請も増えてきています。 
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 かかる状況下、当社が対処すべき当面の課題としては、 

①売上格差（流通業界の決算が集中する７，８，９月および１，２，３月の繁忙期の売上とそれ以 

  外の月の閑散期売上との格差）に対応出来る人員の確保および受注能力の拡大。 

②料金の引下げ要請に応えることの出来る生産性の向上。 

③実地棚卸業務以外の顧客のニーズに対応するマーチャンダイジングサービス事業（陳列代行サー 

 ビス）やその他の流通業周辺サービス事業の拡充。 

    が挙げられます。 

 

     その対処方法としては、以下のとおりであります。 

①実地棚卸業務のアウトソーシング需要が顕在化するなか、近年、繁忙期と閑散期の格差が広が

る傾向にありました。そこで、大手流通チェーン企業を中心に棚卸実施月を一年を通して分散

する「循環棚卸」を導入し受注の平準化をはかるとともに、平成１５年４月に人材派遣会社、

株式会社コマーシャルサービスシステム・ジャパン（以下「CSS・J」といいます）の株式を取

得し、人員動員力を増強し、当社の繁忙期における受注能力の拡大に努めてまいります。 

②現場においてより高い生産性を確保するために、作業行程の見直しを適宜実施し、その改善策

をオペレーションマニュアル等により周知徹底し、定着化をはかっています。 

  また、CSS・J の活用により繁忙期における実地棚卸業務の経験者比率（棚卸経験者数／全

派遣者数）を引上げることにより、カウント生産性の向上に努めてまいります。 

③営業時間の延長および年中無休の営業体制が全国的に拡大するなか、顧客の実地棚卸業務以外

のアウトソーシング需要についても顕在化してきています。当社グループ各社は、それらの需

要に対応すべく、マーチャンダイジングサービス事業およびその他の流通業周辺サービス事業

（カスタマーサービスチェック、レジ代行要員の派遣等）の拡充をはかっています。これらの

サービスの提供により、顧客とのさらなる紐帯強化をはかっていきたいと考えております。   

 

（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

企業競争力の観点から経営判断の迅速化を図ると同時に、経営の透明性の観点から経営チェック

機能の充実を重要課題としております。このような視点にたち、タイムリーディスクロジャーを重

視し、情報開示の即時性、公平性を図るべく当社ホームページ上に最新の情報を掲載することとあ

わせ、継続的なＩＲ活動に努めております。 

 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

      ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン 

     ス体制の状況 

・ 委員会等設置会社であるか、監査役制度採用会社であるかの別 

監査役制度を採用しております。 

・ 社外取締役及び社外監査役の選任の状況 

  社外取締役はおりません。 
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  社外監査役は、監査役２名のうち１名となっております。 

・ 業務執行及び監視の仕組み 

取締役会の他に「役員会」（月２回開催）、「ゾーン会議（営業所長会議）」（月１回開催）を定

期的に開催し、重要な情報の伝達、リスクの未然防止を目指しております。 

・ 内部統制の仕組み 

監査役は取締役会及び役員会等の会議に出席しているのに加え、各取締役と随時打ち合わせ

を行うなど取締役の職務執行を充分に監視できる体制になっております。 

この他に内部監査を定期的に実施しております。 

・ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

顧問契約を締結している鳥飼総合法律事務所より適宜に法律問題全般について助言と指導を

受けております。また、三優監査法人からは通常の会計監査を受けており、その過程で経営

上の課題等についてもアドバイスを受けております。 

 ｂ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係

の概要 

    社外取締役はおりません。 

    社外監査役と当社との間に取引関係その他の利害関係はございません。 

 ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

    「役員会」及び「ゾーン会議」を１年間継続して開催し、経営の基本方針の徹底、業務執行

に関する重要事項の決定、売上・利益計画の進捗状況のチェック、業務執行状況の報告及びそ

のチェック等を実施いたしました。 
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【経営成績及び財政状態】 

（１） 経営成績 

  当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較分析は省略して

おります。 

 ①当期の概況 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出と設備投資の増加を足がかりに回復の兆しが見られ

たものの、将来の不透明感が強く個人消費は依然低調に推移しております。 

 当社の主要顧客であります流通業界は、猛暑に伴い一部商品の売上は好調に推移しましたが、記録的

な数の台風の影響により売上の低迷や、業態を超えた競争の激化により、依然厳しい経営環境が続いて

おります。 

 このような状況の中、当社は顧客のローコストオペレーション、チェーンストア化を側面からサポー

トするために、棚卸サービス事業においては、積極的な顧客開拓を図る一方、競合他社との差別化を図

るため特に棚卸精度の向上に注力してまいりました。また、当社の第２の柱であるマーチャンダイジン

グサービス、カスタマーサービスチェックを初めとするニューサービスの拡大にも注力してまいりまし

た。 

 なお、当中間連結会計期間より、当会社の 100%子会社である株式会社コマーシャルサービスシステム・

ジャパンの業容拡大により、当社グループ内の重要性が増したため、連結決算を行うことといたしまし

た。株式会社コマーシャルサービスシステム・ジャパンは、棚卸サービス事業の繁忙期と閑散期におけ

る人員動員の波をコントロールする雇用システムの構築の為に、流通業周辺業務及び軽作業業務への人

員派遣を目的として設立されました。 

 

    当中間連結会計期間のセグメント別営業の概況は次のとおりであります。 

 

［実地棚卸サービス事業］ 

  棚卸受託収入の売上高は 5,484百万円となりました。業態別の内訳は下記のとおりです。 

  （コンビニエンスストア） 

 既存大手顧客の新規出店に伴う受注増により、売上高は1,418 百万円となりとなりました。 

 

  （スーパーマーケット） 

    新規大手顧客の獲得により、売上高は 808百万円となりました。 

 

  （ホームセンター・ドラッグストア・ディスカウントストア） 

 前期に引き続き、当期のターゲット業態として集中的に営業活動を実施した結果、新規顧客の獲得と

既存顧客の大幅受注増により、売上高は907 百万円となりました。 

 

  （書店）  

    新規顧客の獲得により、売上高は 450百万円となりました。 

 

  （Ｇ．Ｍ．Ｓ．）（注） 

 既存大手顧客の受注増及び受託エリアの拡大により、売上高は 834百万円となりました。 
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  （その他）  

 新規大手チェーンの獲得と既存チェーンの受注増により、売上高は 1,065百万円となりました。 

 

［マーチャンダイジングサービス事業］ 

 新規顧客が獲得できましたが、既存顧客の受注減により、売上高は 114百万円となりとなりました。 

 

［その他の流通業周辺サービス事業］ 

 カスタマーサービスチェックと周辺サービスの新規顧客が多数獲得できたため、売上高は92百万円となり

ました。 

 

  [人材派遣事業] 

  流通業の顧客の獲得により、売上高は 230百万円となりました。 

 

 

 上記のとおり、棚卸受託収入の合計は 5,484百万円となり、ロイヤリティ収入の49百万円を加えると、実地

棚卸サービス事業の合計は 5,533 百万円となりました。マーチャンダイジングサービス事業の売上高 114 百万

円、その他の流通業周辺サービス事業の売上高92百万円、人材派遣事業の売上高 230百万円を加えた当中間連

結会計期間の売上高は5,971 百万円となりました。 

 収益面では、棚卸料金の戦略的引下げを実施しましたが、株式会社コマーシャルサービスシステム・ジャパ

ンを使った棚卸経験者を次の繁忙期にも働いてもらう仕組みが軌道に乗り、経常利益 650 百万円、中間純利益

375 百万円となりました。 

 

（注）Ｇ．Ｍ．Ｓ．（General Merchandise Store） 

   大衆実用品のうち、新機能開発品主力の総合店。いわゆる日本型大型総合スーパーであります。 
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（２） 財政状態 

  当中間連結会計期間より中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、前年同期との比

較分析は省略しておりません。 

 

  ①当中間会計期間の概況  

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利

益が 651 百万円と高水準でありましたが、売上債権の増加及び法人税等の支払い並びに固定資産の取得

による支出等により、当中間連結会計期間末には1,861 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は、504 百万円であります。その主な内訳は、

収入要因として税金等調整前中間純利益が 651百万円、未払金の増加額 408百万円、支出要因として、売

上債権の増加額 494百万円、法人税等の支払額207 百万円であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、191 百万円であります。その主な内訳

は、収入要因として有形固定資産の売却による収入が23百万円、支出要因として、有形固定資産の取得

による支出が 97 百万円、無形固定資産の取得による支出が 85 百万円、関係会社株式の取得等による支

出が19百万円であります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、147 百万円であります。その主な内訳は、

収入要因として自己株式の売却による収入が23百万円、支出要因として、配当金の支払額が 122百万円、

短期借入金の返済による支出が40百万円であります。 

 

   ②キャッシュ・フロー指標のトレンド 

    当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 平成17年３月期中間 
自己資本比率（％）            61.0 
時価ベースの自己資本比率（％）           164.7 
債務償還年数（年）             0.4 
インタレスト・カバレッジ・レシオ           138.1 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    （注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

       ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出してお 

         ります。 

       ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ 

          ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のう 

         ち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結 
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         キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

       ４．債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍に 

         しております。 

        

 

（３）通期の見通し 

当社グループの主要顧客であります流通業界は、営業時間の延長および年中無休の営業体制を拡大してお

り、引き続き実地棚卸のアウトソーシングを加速することが予測されます。これらの需要を取り込む体制を

整えるとともに、実地棚卸を含めた流通業周辺サービス需要の掘り起こしにも注力してまいります。 

   また、オペレーションシステムを、IE（作業分析）等の科学的手法の導入により更に進化させるとともに、

単品棚卸サービス専用のオペレーションシステムを定着させ、生産性の向上をはかります。 

 株式会社コマーシャルサービスシステム・ジャパンの活用により繁忙期における棚卸経験者の比率を従来

より高め、生産性の向上をはかります。 

 マーチャンダイジングサービス事業およびカスタマーサービスチェックを始めとするニューサービスの拡

販についても注力し、顧客との紐帯強化をはかってまいります。 

    

  通期の業績見通しにつきましては、売上高 12,250 百万円、経常利益 1,260 百万円、当期純利益700 百万円

を見込んでおります。 
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  【中間連結財務諸表等】 

① 【中間連結貸借対照表】 
 

  
当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 構成比(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １．現金及び預金   1,885,369  

 ２．売掛金   1,744,689  

 ３．たな卸資産   23,596  

 ４．その他   223,036  

 ５．貸倒引当金   △500  

   流動資産合計   3,876,191 66.5 

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  （１）土地 ※2 834,272   

  （２）その他 ※1.2 501,283 1,335,555  

 ２ 無形固定資産   169,625  

 ３ 投資その他の資産     

  （１）その他  450,968   

  （２）貸倒引当金  △2,463 448,505  

      固定資産合計   1,953,686 33.5 

Ⅲ 繰延資産   14 0.0 

   資産合計   5,829,892 100.0 
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当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 構成比(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １．短期借入金 ※2  100,000  

 ２．１年以内返済予定の     

   長期借入金 ※2  12,000  

 ３．１年以内償還予定の社債 ※2  100,000  

 ４．未払金   847,305  

 ５．未払法人税等   308,723  

 ６．賞与引当金   256,105  

 ７．その他   230,985  

   流動負債合計   1,855,120 31.8 

Ⅱ 固定負債     

 １．社債 ※2  100,000  

 ２．長期借入金 ※2  52,000  

 ３．退職給付引当金   118,813  

 ４．役員退職慰労金引当金   149,990  

 ５．その他   370  

   固定負債合計   421,173 7.2 

   負債合計   2,276,294 39.0 

(少数株主持分)     

  少数株主持分   － － 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   475,000 8.1 

Ⅱ 資本剰余金   489,665 8.4 

Ⅲ 利益剰余金   2,605,106 44.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   14,756 0.3 

Ⅴ 自己株式   △30,930 △0.5 

   資本合計   3,553,598 61.0 

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計   5,829,892 100.0 
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② 【中間連結損益計算書】 
 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 百分比(％) 

Ⅰ 売上高   5,971,386 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,545,762 76.1 

   売上総利益   1,425,623 23.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  807,503 13.5 

   営業利益   618,120 10.4 

Ⅳ 営業外収益     

 １．受取利息  37   

 ２．受取配当金  486   

 ３．消費税等調整額  26,028   

 ４．その他  11,398 37,950 0.6 

Ⅴ 営業外費用     

 １．支払利息  3,564   

 ２．その他  1,644 5,208 0.1 

    経常利益   650,863 10.9 

Ⅵ 特別利益     

 １．貸倒引当金戻入益  425 425 0.0 

   税金等調整前中間純利益   651,288 10.9 

   法人税、住民税及び事業税  291,342   

   法人税等調整額  △15,941 275,400 4.6 

   中間純利益   375,887 6.3 
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③ 【中間連結剰余金計算書】 
 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   489,629 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 １．自己株式処分差益  36 36 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   489,665 

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,398,721 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

 １．中間純利益  375,887 375,887 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

 １．配当金  121,502  

 ２．役員賞与  48,000 169,502 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高   2,605,106 
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間純利益  651,288 

２ 減価償却費  90,996 

３ 賞与引当金の増加額  38,610 

４ 退職給付引当金の減少額  △1,140 

５ 役員退職慰労金引当金の減少額  △11,190 

６ 受取利息及び配当金  △523 

７ 支払利息  3,564 

８ 売上債権の増加額  △494,060 

９ 未払金の増加額  408,557 

10 役員賞与の支払額  △48,000 

11 その他  78,000 

小計  716,103 

12 利息及び配当金の受取額  464 

13 利息の支払額  △3,656 

14 法人税等の支払額  △207,929 

営業活動によるキャッシュ・フロー  504,981 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 投資有価証券の取得による支出  △3,329 

２ 関係会社株式の取得等による支出  △19,057 

３ 有形固定資産の取得による支出  △97,789 

４ 有形固定資産の売却による収入  23,680 

５ 無形固定資産の取得による支出  △85,589 

６ 貸付けによる支出  △4,000 

７ 貸付金の回収による収入  522 

８ 敷金保証金の差入れによる支出  △19,467 

９ 敷金保証金の返還による収入  12,717 

10 その他  522 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △191,791 
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当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の返済による支出  △40,000 

２ 長期借入金の返済による支出  △6,000 

３ 自己株式の売却による収入  23,292 

４ 自己株式の取得による支出  △3,104 

５ 配当金の支払額  △122,091 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △147,904 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △156 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  165,128 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,696,780 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高  1,861,909 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  １社 
(1)連結子会社の名称 

  株式会社コマーシャルサービスシステム・ジャパン 
  前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社 
 コマーシャルサービスシステム・ジャパンは、重要性が増 

 したことにより当中間連結会計期間より連結の範囲に含め 
 ております。 
 

(2)主要な非連結子会社の名称 
  エイジスビジネスサポート株式会社 
  （連結の範囲から除いた理由） 

  非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資 
  産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）等は、いず 
  れも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた 

  めです。 

２ 持分法の適用に関する事
項 

(1)持分法適用の関連会社数  １社 
  会社名 エイジス四国株式会社 
 

 ただし、当社はエイジス四国株式会社の株式を保有してい 
 ない為、中間連結財務諸表に与える影響額はありません。 
 

(2)持分法を適用しない主要な非連結子会社 
  エイジスビジネスサポート株式会社 
  （持分法を適用しない理由） 

  持分法を適用しない非連結子会社は、いずれも中間純損 
  益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全 
  体としても重要性がないため、持分法の適用から除外し 

  ております。 

３ 連結子会社の中間決算日
等に関する事項 

 連結子会社の株式会社コマーシャルサービスシステム・ジ 
 ャパンの中間決算日は2月末日であります。 
 中間連結財務諸表の作成に当たって、中間連結決算日現在 

 で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用しておりま 
 す。 

４ 会計処理基準に関する事
項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
 イ 有価証券 

   その他有価証券 
    時価のあるもの 
     中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)を採用しております。 

     時価のないもの 
     移動平均法による原価法を採用しております。 

  ロ たな卸資産 
   貯蔵品 
    最終仕入原価法によっております。 
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項目 
当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 
   定率法を採用しております。 
   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一基準によっております。 
   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)については定額法によっておりま

す。なお、平成10年４月１日以降取得した取得価額10
万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等
償却する方法を採用しております。 

  ロ 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
 イ 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 
  ロ 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 
  ハ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に 

   おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 
   当中間連結会計期間末において発生していると認めら 
   れる額を計上しております。 

   数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生 
   時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年 
   数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ 

   発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお 
   ります。 

  ニ 役員退職慰労金引当金 

   当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基
づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しておりま
す。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

 (5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な
事項 

  消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税の処理は税抜方式によっておりま
す。 

５ 中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 
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  注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
                    719,395千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとおりであります。 
建物 215,792千円
土地 830,392千円
計 1,046,185千円

 
担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 100,000千円

１年以内返済予定の 
長期借入金 12,000千円

１年以内償還予定の社債 100,000千円

社債 100,000千円
長期借入金 52,000千円

  ３ 偶発債務 

        連結子会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、債務 
    保証を行っております。 
    エイジス四国㈱              4,095千円 

    エイジスビジネスサポート株式会社        9,090千円 

 

 (中間連結損益計算書関係) 
 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のと  
おりであります。 
給料手当              241,884千円 
賞与引当金繰入額           78,545千円 
役員退職慰労金引当金繰入額           11,860千円 
退職給付費用                          6,999千円 

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 1,885,369千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △23,459千円

現金及び現金同等物 1,861,909千円
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(リース取引関係) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 

                    至 平成16年９月30日 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

器具及び備品 
取得価額相当額 46,218千円
減価償却累計額相当額 32,597千円
中間期末残高相当額 13,620千円
 
(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 8,194千円
１年超 6,236千円

合計 14,431千円
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,530千円

減価償却費 
相当額 

4,096千円

支払利息相当額 301千円
 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。 
(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって
おります。 

２ オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
１年内 75,860千円

１年超 56,408千円

合計 132,269千円
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(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区     分 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借 
対照表計上額(千円) 

差    額 
(千円) 

(1) 株式 51,483 76,255 24,771 

(2) 債券    

  国債・地方債等 － － － 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

(3) その他 － － － 

計 51,483 76,255 24,771 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

区     分 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

(1) その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 6,000 

 

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

    当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

  （セグメント情報） 

   【事業の種類別セグメント情報】 

   当中間連結会計期間(自平成16年４月１日至平成16年９月30日) 

   実地棚卸サービス事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利 

   益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省 

   略しております。 

 

      【所在地別セグメント情報】 

   当中間連結会計期間(自平成16年４月１日至平成16年９月30日) 

   本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

      【海外売上高】 

   当中間連結会計期間(自平成16年４月１日至平成16年９月30日) 

      海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

１株当たり純資産額 662.66円
 
１株当たり中間純利益 70.19円

当社は、平成16年５月20日付で株式１株につき1.1株の株式分割を行
っております。 
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。 
  

    （注）１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

中間純利益(千円) 375,887  

普通株主に帰属しない金額(千円) － 

普通株式に係る中間純利益(千円) 375,887 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,355,457 

 

 

(重要な後発事象) 

当中間連結会計期間(自平成16年４月１日至平成16年９月30日) 

    該当事項はありません。 
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【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

(2) 受注実績 

  該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

当中間連結期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

なお、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成してますので、前年同期比は記載してお

りません。 
 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
売上高(千円) 前年同期比(％) 

実地棚卸サービス事業   

棚卸受託収入   

コンビニエンスストア 1,418,103 － 

スーパーマーケット 808,402 － 

ホームセンター・ドラッグストア・ 
ディスカウントストア 907,383 － 

書店 450,231 － 

G.M.S. 834,961 － 

その他 1,065,658 － 

小計 5,484,741 － 

ロイヤリティ収入 49,140 － 

小計 5,533,882 － 

マーチャンダイジングサービス事業 114,327 － 

その他の流通業周辺サービス事業 92,551 － 

 人 材 派 遣 事 業 230,624 － 

合        計 5,971,386 － 

(注) １ 棚卸受託収入のその他は、上記五業態の範疇に属さない業種・業態でその主なものは専門店チェーン、
酒のディスカウントストア等であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 


